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1. 方針 

公益社団法人日本広告写真家協会（以下 APA という）の方針 

① 平成 24 年 4 月 1 日内閣府より公益社団法人に認定された。さらに公益事業を通じて

表現の向上及び社会生活情報としての媒体の役目を高め、もって我が国の産業、経済、

社会、教育、文化及び芸術の発展に寄与する。 

② 写真文化向上を目指して、全国の小中学校の教育現場に『美術授業にカメラ』の動意

が見られる。中学美術教科書にカメラ授業が掲載。小学校の教科書にも掲載されるよ

うに普及活動を推進する。 

第九回『全国学校図工・美術写真公募展』は他写真関連団体との探求を深め、写真業

界全体でのカメラで心の教育が出来る『美術授業にカメラ』を必修科目にする事を目

標に掲げる。 

③ 『APA アワード 2018』広告作品部門は現代日本の姿見としての役割、写真作品部門の

テーマは『挑戦・CHALLENGE』、人のこころを動かす新たな表現を見せて欲しい。この

公募展は歴史ある広告写真家の登竜門として 46回を数える。この成果をもって東京展、

韓国・国際展として巡回する。 

④ 人材育成事業として、次世代デジタル環境に付随したセミナーや表現技術の研究発表

を通じて世界をリードする人材育成の環境を提供する。 

⑤ 情報調査研究事業として社会に発信される広告写真作品の保存により学術的な研究

資料やマーケティング資料としてのアーカイブスの価値を認識する。季刊発行の

「APANEWS・瞬」や APA ホームページでは事業の情報を開示してその役割を担う。 

知的所有権の研究は会員及び一般を対象とした知的所有権の啓蒙が急務と心得る。 

 

2. 重視事項 

方針 

①写真文化に対して『憧れ』が胎動する機運を図り、新人発掘に繋がる事業を展開する。 

②写真文化の向上としては小中学生の教育課程に写真文化を取入れる普及活動を引続き全

国で実践し、写真教育が教科書に認知される事を目標に普及活動をする。 

③『APA は一つ』を掲げ、組織の見直しも視野に入れ全国組織の事業を展開する。 

 

重視事項 

① 主要事業 

（ア）APA アワード事業は一般からの作品応募の獲得に努め公募展としての役割を担う。特

に 20代を中心に広報活動を強化する。 
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（イ）学校教育事業の『美術授業にカメラ』は全国各エリアでの実践授業を支援する体制

を整える。 

   第九回『全国学校図工・美術写真公募展』を他写真団体との融合を視野に入れて 

   運営する。 

② 合理化と効率化 

（ア）公益法人としての整備 

公益社団法人としての条件以外の機能や活動も施策及び検討を行い整備する。   

（イ）業務の公正、効率化 

   経済動向に対応し管理的経費の節約、状況に応じた機動的な予算管理を行い、協会  

   運営に当たっては公平、公正の原則に則り社会評価を意識した運営を行う。 

 

3．事業 

1．調査・研究に関する事業 

①写真業界の動向調査及び資料の収集を行う。 

②情報調査研究事業として社会に発信される広告写真作品の保存により学術的な研究資料

やマーケティング資料としてのアーカイブスの価値を認識する。 

 

2．APAアワード及び展覧会に関する事業 

①『APA アワード 2018』：第 46回 APA 公募展の開催 

（ア）『APA アワード 2018』を 3月に東京都写真美術館にて開催を予定する。 

（イ）広告作品部門の公募は、平成 28 年 1 月 1 日～平成 29年 8月 31 日の間に社会に流通

した広告作品を対象に広告制作関係企業及び制作者に幅広く告知して募集する。今

年度も、広告作品応募者の拡大を目的とし無料とする。 

写真作品部門の公募は、『挑戦・CHALLENGE』をテーマに写真家、学生及び一般から 

斬新な作品を募集する。 

②『年鑑 日本の広告写真 2018』の編纂 

『APA アワード 2018』広告作品部門、写真作品部門の優秀作品を収録した『年鑑 日本の

広告写真 2018』を編纂、出版し、国内外に日本の写真・映像文化を普及する。 

③ 平成 29 年度 APA 新入正会員展（仮称）の開催 

平成29年度入会の正会員の写真展を東京、関西にて開催する。 

 

3．学校教育に関する事業 

①第九回『全国学校図工・美術写真公募展』を東京都写真美術館にて開催する。これに伴

い平成 29年 7月中旬から公募を開始する。文部科学大臣賞は『中学生の部』『小学生の

部』に分けて授与する。 
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②上記公募展を他団体との共催も視野に入れて活動範囲を広げる計画。 

③上記公募展の図録及び教則本『はじめよう、カメラの授業！9』を発刊。 

④『美術授業にカメラ』の実践活動を全国 15 校で展開する。 

⑤プロ写真家団体(協会)と学校写真教育の研究会を発足予定（継続案件）。 

⑥小中学校の図画工作・美術の教諭に写真教育の講習会を行う。 

 

4．APA本部施設に関する事業 

APA本部が個人会員及び法人賛助会社に有益な活用が図られるよう写真展、セミナーを開催、

設備の充実を図る。 

 

5．研修・セミナーに関する事業 

APA本部及び支部において研修会及びセミナーを開催する。  

従来の研修会及びセミナー形式に加えて、公益事業の一環として、当協会会員にとどまら

ず、広く会員以外多数の方々を対象に行う。  

①APA本部では平成29年度中に、5回のセミナーを実施する。 

②各支部における研修及びセミナーの普及に努める。 

 

6．知的所有権の確立に関する事業 

①著作権の研究 

一般社団法人日本写真著作権協会に加盟し、現在及び将来の著作権問題を研究する。 

②著作権相談室の運営 

会員の著作権問題等に対応し、顧問弁護士と連携して対処する。 

訴訟に至った場合は、一般社団法人日本写真著作権協会と連携してこれにあたる。 

③一般社団法人日本写真著作権協会と共催して、会員及び一般を対象としてセミナーを開

催する。また、その調査、取材を行う。 

 

7．出版・情報に関する事業 

①「APANEWS・瞬」の発行 

「APANEWS・瞬」は、広報誌として、広告写真文化活動、広告写真家及び機材の特集記事、

APA主要行事を中心に掲載し、年4回発行する。 

②ホームページの運営 

APAの活動、広告写真文化の最新情報を掲載し会員以外多数のニーズに応える。 
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8．支部活動 

①本部と各支部及び各支部同士が連携して情報を共有し支部の活性化を図ることにより協

会全体の活性化につなげる。 

②支部大会時懇親会、賀詞交歓会、名刺交換会等 

各支部において支部大会時懇親会、賀詞交歓会及び名刺交換会等を開催する。 

賀詞交歓会、名刺交換会を含む各支部の集会開催にあたっては、セミナー及び法人賛助

会社の機材展等を同時開催することにより一般に情報の発信を行う。 

③作品展 

各支部において作品展を開催する。 

④写真表現研究セミナーの開催 

地域の写真家及び写真愛好家の要望に応え、写真表現研究セミナーを各支部において開

催する。 

 

4．総務管理、支部・会員管理 

組織の充実並びに業務の効率化を図り今後も健全運営のための施策を推進する。  

1．会議等の開催  

①総会  

 6月に定時総会を開催し所定議案の承認を受ける。  

②理事会、業務役員会  

 理事会、業務役員会を年4回（以上）開催して総会で承認された業務を円滑に執行する。  

 

2．会員との意志の疎通、地位向上施策等  

①会員への情報提供  

 会議及びAPAの主要な行事については、適時に結果報告書を「総務ニュース」により会員 

に配信する。個人情報の有用性に配慮しつつ、メールによる一斉配信を活用し、印刷費、 

郵送費などの経費削減を促進する。 

②参画意識の助長  

 各部への参加を推奨するとともにAPA主要行事への会員多数の参加が得られるよう努 

める。  

 

3．内外関係機関との交流に関する事業  

①関係団体との交流  

 広告、写真及び著作権関係団体に入会し相互の情報交換、協同活動を緊密に行う。  
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②法人賛助会員及び関係企業との交流  

（ア）法人賛助会員との交流として事業説明会等を開催するとともに協力企業及び団体を 

開拓し交流基盤を拡充する。  

（イ）広告・写真関連の団体と会員との交流の場を設定し情報交換の機会を提供する。  

   このため6月に総会時懇親会、翌年1月に賀詞交歓会を開催する。  

   また、3月の『APAアワード2018』表彰式時懇親会の場を活用する。  

 

4．渉外及び広報活動  

①APA主要行事の実施に当たっては、積極的に広報活動を行う。  

②各団体、各企業（特に法人賛助会員）の主要イベントの場にAPA広報誌を配布し、APAへ 

 の注目度を高める。  

③ホームページ、出版物及びイベントの案内を通じてAPA行事の積極的な広報を展開する。  

 

5．表彰等  

①APAの発展等への貢献、功労度に応じ個人及び団体を対象として表彰する。  

②叙勲・褒章推薦団体として候補者を順次経済産業省に推薦する。  

③公募展等APA主要行事の表彰は、各事業部の計画による。  

 

6．業務管理  

①各事業部門及び管理部門が業務目標を設定し年度業務予定表を策定、各種業務を総合的 

 に管理する。  

②業務改善提案を奨励して業務の質的向上を図り次年度のAPA事業及び管理業務等に反映

する。  

③期末監査にあたっては、業務を計数的に分析して評価を受けるとともに事後の業務に 

反映する。 

 

5．財務管理 

1．財政（平成29年度予算管理及び平成30年度予算編成等） 

①平成29年度予算管理 

（ア）予算執行にあたっては収支管理を確実に行い重点事業の目的達成と経費の節用に留

意する。特に、月次決算の精査により収支に見合った予算執行に努める。 

（イ）期中において事業が拡大又は、縮小する場合は、理事会の承認を受ける。 

②平成30年度予算編成 

平成30年度事業方針を策定し収入源を確保しつつ、次年度事業計画に則り予算編成を行

う。 
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2．経理 

①帳票等の整備 

公益法人への移行に伴い平成20年会計基準にて実施する。 

②出納管理 

出納は、経理規程に基づき適正に行う。特に資金管理を確実にするため仮払い精算を速

やかに行うこととし周知等を確実に行う。 

 

3．財産管理 

財産目録、在庫管理台帳により保有資産管理を行う。 
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(単位:円)

公１
展覧会事業

公２
情報調査研究事

業

公３
人材育成事業

公４
教育推進事業

共　通

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

        特定資産運用益 0 300 300 1,000 △ 700 0 0 0 0 0

           特定資産受取利息 0 300 300 1,000 △ 700 0 0 0 0 0

        受取入会金 600,000 600,000 1,200,000 950,000 250,000 0 0 0 0 600,000

           正会員入会金 550,000 550,000 1,100,000 750,000 350,000 0 0 0 0 550,000

           法人賛助会員入会金 25,000 25,000 50,000 150,000 △ 100,000 0 0 0 0 25,000

          会友入会金 25,000 25,000 50,000 50,000 0 0 0 0 0 25,000

        受取会費 21,343,500 21,343,500 42,687,000 43,660,000 △ 973,000 0 0 0 0 21,343,500

           正会員会費 15,800,000 15,800,000 31,600,000 32,400,000 △ 800,000 0 0 0 0 15,800,000

           法人賛助会員会費 4,725,000 4,725,000 9,450,000 9,700,000 △ 250,000 0 0 0 0 4,725,000

           特別会友会費 332,500 332,500 665,000 600,000 65,000 0 0 0 0 332,500

           会友会費 486,000 486,000 972,000 960,000 12,000 0 0 0 0 486,000

        事業収益 9,359,200 0 9,359,200 12,684,000 △ 3,324,800 6,503,000 1,099,200 297,000 1,460,000 0

           広告料収益 5,907,200 0 5,907,200 7,358,000 △ 1,450,800 3,448,000 1,099,200 0 1,360,000 0

           入場料収益 330,000 0 330,000 330,000 0 330,000 0 0 0 0

           公募料収益 2,725,000 0 2,725,000 3,600,000 △ 875,000 2,725,000 0 0 0 0

           書籍販売収益 100,000 0 100,000 100,000 0 0 0 0 100,000 0

           その他事業収益 297,000 0 297,000 1,296,000 △ 999,000 0 0 297,000 0 0

        受取負担金 4,793,000 3,758,000 8,551,000 7,655,000 896,000 1,960,000 0 2,833,000 0 0

           催事参加負担金 1,050,000 3,758,000 4,808,000 4,408,000 400,000 0 0 1,050,000 0 0

           展示会負担金 3,743,000 0 3,743,000 3,247,000 496,000 1,960,000 0 1,783,000 0 0

        雑収益 2,100,000 802,000 2,902,000 3,092,000 △ 190,000 100,000 2,000,000 0 0 0

           受取利息 0 3,000 3,000 7,000 △ 4,000 0 0 0 0 0

           駐車場賃貸収入 0 519,000 519,000 519,000 0 0 0 0 0 0

　　　　　 証明書発行収入 0 30,000 30,000 30,000 0 0 0 0 0 0

           雑収益 2,100,000 250,000 2,350,000 2,536,000 △ 186,000 100,000 2,000,000 0 0 0

        経常収益計 38,195,700 26,503,800 64,699,500 68,042,000 △ 3,342,500 8,563,000 3,099,200 3,130,000 1,460,000 21,943,500

    (2) 経常費用

          給料手当 16,927,930 2,918,070 19,846,000 18,283,000 1,563,000 5,457,195 4,401,570 2,667,595 4,401,570 0

          退職給付費用 192,000 24,000 216,000 96,000 120,000 24,000 72,000 24,000 72,000 0

          臨時雇賃金 295,000 148,000 443,000 405,000 38,000 245,000 0 0 50,000 0

          法定福利費 2,391,900 422,100 2,814,000 2,317,000 497,000 787,920 619,080 365,820 619,080 0

          福利厚生費 59,500 10,500 70,000 70,000 0 19,600 15,400 9,100 15,400 0

          研修費 0 20,000 20,000 20,000 0 0 0 0 0 0

          会議費 1,250,500 5,252,000 6,502,500 6,628,400 △ 125,900 310,000 560,000 350,500 30,000 0

          交際費 0 275,000 275,000 250,000 25,000 0 0 0 0 0

公益目的事業会計(内訳表)

平成29年度 正味財産増減予算書
平成29年4月1日から平成30年3月31日まで

科        目
公益目的
事業会計

法人会計
（管理費）

平成29年度
予算合計（A)

平成28年度
予算（B)

増減
(A)－(B)
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公１
展覧会事業

公２
情報調査研究事

業

公３
人材育成事業

公４
教育推進事業

共　通

公益目的事業会計(内訳表)

科        目
公益目的
事業会計

法人会計
（管理費）

平成29年度
予算合計（A)

平成28年度
予算（B)

増減
(A)－(B)

          旅費交通費 1,462,050 2,521,950 3,984,000 4,221,500 △ 237,500 340,040 598,460 252,090 271,460 0

          車両費 110,000 0 110,000 105,000 5,000 0 5,000 0 105,000 0

          通信運搬費 2,711,040 374,360 3,085,400 3,801,940 △ 716,540 1,052,560 620,360 453,400 584,720 0

          減価償却費 740,800 526,200 1,267,000 1,406,000 △ 139,000 424,050 53,650 209,450 53,650 0

          消耗什器備品費 44,500 5,500 50,000 112,000 △ 62,000 15,500 10,500 7,500 11,000 0

          消耗品費 959,630 193,170 1,152,800 1,155,760 △ 2,960 325,570 210,670 172,050 251,340 0

          修繕費 50,000 20,000 70,000 70,000 0 17,500 2,500 7,500 22,500 0

          資料・図書費 0 10,000 10,000 15,000 △ 5,000 0 0 0 0 0

          印刷製本費 5,963,500 624,000 6,587,500 8,079,800 △ 1,492,300 3,222,000 1,040,000 541,500 1,160,000 0

          広告宣伝費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

          表彰費 1,040,000 0 1,040,000 1,090,000 △ 50,000 1,015,000 0 0 25,000 0

          光熱水料費 676,400 83,600 760,000 800,000 △ 40,000 235,600 159,600 114,000 167,200 0

          賃借料 1,872,260 223,740 2,096,000 1,950,000 146,000 630,540 489,140 305,100 447,480 0

          保険料 30,000 20,000 50,000 50,000 0 17,500 2,500 7,500 2,500 0

          諸謝金 1,060,000 0 1,060,000 920,000 140,000 0 910,000 60,000 90,000 0

          租税公課 824,480 293,520 1,118,000 1,244,000 △ 126,000 477,180 150,820 108,940 87,540 0

          展示費 6,405,400 0 6,405,400 6,441,800 △ 36,400 4,178,000 0 1,527,400 700,000 0

          会費 0 1,210,000 1,210,000 1,210,000 0 0 0 0 0 0

          支払手数料 3,309,700 4,105,300 7,415,000 8,312,000 △ 897,000 983,700 1,484,350 418,300 423,350 0

徴収不能費 0 600,000 600,000 600,000 0 0 0 0 0 0

          雑費 55,000 0 55,000 75,000 △ 20,000 50,000 0 5,000 0 0

        経常費用計 48,431,590 19,881,010 68,312,600 69,729,200 △ 1,416,600 19,828,455 11,405,600 7,606,745 9,590,790 0

 評価損益等調整前当期経常増減額 △ 10,235,890 6,622,790 △ 3,613,100 △ 1,687,200 △ 1,925,900 △ 11,265,455 △ 8,306,400 △ 4,476,745 △ 8,130,790 21,943,500

          評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

         当期経常増減額 △ 10,235,890 6,622,790 △ 3,613,100 △ 1,687,200 △ 1,925,900 △ 11,265,455 △ 8,306,400 △ 4,476,745 △ 8,130,790 21,943,500

  ２．経常外増減の部 0 0 0 0 0 0

    (1) 経常外収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

        経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

    (2) 経常外費用 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

        経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

          当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            当期一般正味財産増減額 △ 10,235,890 6,622,790 △ 3,613,100 △ 1,687,200 △ 1,925,900 △ 11,265,455 △ 8,306,400 △ 4,476,745 △ 8,130,790 21,943,500

          一般正味財産期首残高 － － 197,916,000 200,380,000 △ 2,464,000 － － － － －

          一般正味財産期末残高 － － 194,302,900 198,692,800 △ 4,389,900 － － － － －

Ⅱ　指定正味財産増減の部 0

            当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

          指定正味財産期首残高 － － 0 0 0 － － － － －

          指定正味財産期末残高 － － 0 0 0 － － － － －

Ⅲ　正味財産期末残高 － － 194,302,900 198,692,800 △ 4,389,900 － － － － －
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